
法律第二十二号（平三〇・四・二五） 

  ◎都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 

 （都市再生特別措置法の一部改正） 

第一条 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第三節 都市再生安全確保計画の作成等（第十九条の十三－第十九条の十

八）」を 

「 第三節 都市再生駐車施設配置計画の作成等（第十九条の十三・第十九条の十

四） 

 

 第四節 都市再生安全確保計画の作成等（第十九条の十五－第十九条の二十） 」 

 に、「第四節 民間都市再生事業計画の認定等」を「第五節 民間都市再生事業計画の

認定等」に、「第五節 都市計画等の特例」を「第六節 都市計画等の特例」に、「都

市再生事業に係る」を「都市再生事業等に係る」に、「第六節 都市再生歩行者経路協

定」を「第七節 都市再生歩行者経路協定」に、「第七節 都市再生安全確保施設に関

する協定」を「第八節 都市再生安全確保施設に関する協定」に、「第五款 都市公園

の占用の許可の特例（第六十二条の二）」を 

「 第五款 都市公園の占用の許可の特例（第六十二条の二）  

 第六款 歴史的風致維持向上計画の認定の申請手続の特例（第六十二条の三） 」 

 に改め、「第百五条」の下に「－第百五条の四」を加え、 

「  第五款 特定用途誘導地区（第百九条）  

 第四節 跡地等管理協定等（第百十条－第百十六条） 」 

 を 

「  第五款 休廃止の届出等（第百八条の二）  

  第六款 特定用途誘導地区（第百九条）  

 第四節 立地誘導促進施設協定（第百九条の二－第百九条の四）  

 第五節 低未利用土地権利設定等促進計画等（第百九条の五－第百九条の十

二） 

 

 第六節 跡地等管理協定等（第百十条－第百十六条） 」 

 に改める。 

  第十九条の二第五項中「第五節」を「第六節」に改める。 

  第四十五条の十三第一項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の十五第二

項第二号」に改め、同条第三項中「以下」の下に「この節において」を加える。 

  第四十五条の十四第一項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の十五第二

項第二号」に改め、同条第三項中「以下」の下に「この節において」を加える。 

  第四十五条の十五第一項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の十五第二

項第二号」に改める。 

  第四十五条の二十一第一項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の十五第

二項第二号」に改め、同条第三項中「以下」の下に「この節において」を加える。 

  第四章第七節を同章第八節とする。 

  第四十五条の二第二項第一号及び第三項中「以下」の下に「この節において」を加え



る。 

  第四章第六節を同章第七節とする。 

  第三十七条の見出し中「都市再生事業」を「都市再生事業等」に改め、同条第一項中

「を行おう」を「又は都市再生事業の施行に関連して必要となる公共公益施設の整備に

関する事業（以下「都市再生事業等」という。）を行おう」に、「当該都市再生事業」

を「当該都市再生事業等」に改め、同条第二項中「都市再生事業」を「都市再生事業

等」に改める。 

  第四章第五節第三款の款名中「都市再生事業」を「都市再生事業等」に改める。 

  第四十二条（見出しを含む。）、第四十三条の見出し及び同条第一項並びに第四十五

条の見出し中「都市再生事業」を「都市再生事業等」に改める。 

  第四章中第五節を第六節とし、第四節を第五節とする。 

  第十九条の十八第一項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の十五第二項

第二号」に改め、同条第二項中「第十九条の十三第五項」を「第十九条の十五第五項」

に改め、第四章第三節中同条を第十九条の二十とする。 

  第十九条の十七第一項及び第二項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の

十五第二項第二号」に改め、同条第三項中「第十九条の十三第五項」を「第十九条の十

五第五項」に改め、同条を第十九条の十九とする。 

  第十九条の十六第一項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の十五第二項

第二号」に改め、同条第三項中「第十九条の十三第五項」を「第十九条の十五第五項」

に改め、同条を第十九条の十八とする。 

  第十九条の十五第一項及び第三項中「第十九条の十三第二項第二号」を「第十九条の

十五第二項第二号」に改め、同条第四項中「第十九条の十三第五項」を「第十九条の十

五第五項」に改め、同条を第十九条の十七とし、第十九条の十四を第十九条の十六とす

る。 

  第十九条の十三第二項第四号中「第十九条の十六第一項」を「第十九条の十八第一

項」に改め、同条を第十九条の十五とする。 

  第四章第三節を同章第四節とし、同章第二節の次に次の一節を加える。 

     第三節 都市再生駐車施設配置計画の作成等 

  （都市再生駐車施設配置計画） 

 第十九条の十三 協議会は、都市再生緊急整備地域内の区域について、商業施設、業務

施設その他の自動車の駐車需要を生じさせる程度の大きい用途の施設の集積の状況、

当該施設の周辺における道路の交通の状況、公共交通機関の利用の状況その他の事情

を勘案し、一般駐車施設（駐車施設（駐車場法（昭和三十二年法律第百六号）第二十

条第一項に規定する駐車施設をいう。以下同じ。）のうち人の運送の用に供する自動

車の駐車を主たる目的とするものをいう。）、荷さばき駐車施設（駐車施設のうち貨

物の運送の用に供する自動車の駐車及び貨物の積卸しを主たる目的とするものをい



う。）その他の駐車施設の種類ごとに駐車施設を適切な位置及び規模で配置すること

が当該都市再生緊急整備地域の都市機能の増進を図るため必要であると認めるときは、

地域整備方針に基づき、駐車施設の種類ごとの配置に関する計画（以下「都市再生駐

車施設配置計画」という。）を作成することができる。 

 ２ 都市再生駐車施設配置計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

  一 都市再生駐車施設配置計画の区域（以下この節において「計画区域」という。） 

  二 駐車場法第二十条第一項若しくは第二項又は第二十条の二第一項に規定する者が

設けるべき駐車施設の種類並びに当該種類ごとの駐車施設の位置及び規模に関する

事項 

 ３ 都市再生駐車施設配置計画においては、前項第二号の駐車施設の位置については計

画区域における安全かつ円滑な交通が確保されるように、同号の駐車施設の規模につ

いては計画区域における駐車施設の種類ごとの需要が適切に充足されるように定める

ものとする。 

 ４ 都市再生駐車施設配置計画は、国の関係行政機関等の長の全員の合意により作成す

るものとする。 

 ５ 協議会は、都市再生駐車施設配置計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

 ６ 第二項から前項までの規定は、都市再生駐車施設配置計画の変更について準用する。 

  （駐車施設の附置に係る駐車場法の特例） 

 第十九条の十四 都市再生駐車施設配置計画に記載された計画区域（駐車場法第二十条

第一項の地区若しくは地域又は同条第二項の地区の区域内に限る。）内における同条

第一項及び第二項並びに同法第二十条の二第一項の規定の適用については、同法第二

十条第一項中「近隣商業地域内に」とあるのは「近隣商業地域内の計画区域（都市再

生特別措置法第十九条の十三第二項第一号に規定する計画区域をいう。以下同じ。）

の区域内に」と、「その建築物又はその建築物の敷地内に」とあるのは「都市再生駐

車施設配置計画（同条第一項に規定する都市再生駐車施設配置計画をいう。以下同

じ。）に記載された同条第二項第二号に掲げる事項の内容に即して」と、「駐車場整

備地区内又は商業地域内若しくは近隣商業地域内の」とあるのは「計画区域の区域内

の」と、同条第二項中「地区内」とあるのは「地区内の計画区域の区域内」と、同項

及び同法第二十条の二第一項中「その建築物又はその建築物の敷地内に」とあるのは

「都市再生駐車施設配置計画に記載された都市再生特別措置法第十九条の十三第二項

第二号に掲げる事項の内容に即して」と、同項中「前条第一項の地区若しくは地域内

又は同条第二項の地区内」とあるのは「前条第一項又は第二項の計画区域の区域内」

と、「地区又は地域内の」とあり、及び「地区内の」とあるのは「計画区域の区域内

の」とする。 

  第四十六条中第十九項を第二十項とし、第十五項から第十八項までを一項ずつ繰り下



げ、同条第十四項中「もの及び」を「もの並びに」に改め、同項を同条第十五項とし、

同条第十三項の次に次の一項を加える。 

 14 第二項第二号イ若しくはヘに掲げる事業に関する事項又は同項第三号に掲げる事項

には、歴史的風致維持向上施設（地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法

律（平成二十年法律第四十号。以下「地域歴史的風致法」という。）第三条に規定す

る歴史的風致維持向上施設をいう。第六十二条の三第一項において同じ。）の整備に

関する事業に関する事項を記載することができる。 

  第五十一条第一項中「第四十六条第十八項後段（同条第十九項」を「第四十六条第十

九項後段（同条第二十項」に改める。 

  第五十七条の二第二項中「都市再生事業」を「都市再生事業等」に改める。 

  第六十二条の二中「同条第十八項前段（同条第十九項」を「同条第十九項前段（同条

第二十項」に改め、第五章第三節中同条の次に次の一款を加える。 

      第六款 歴史的風致維持向上計画の認定の申請手続の特例 

 第六十二条の三 国土交通大臣は、第四十七条第一項の規定による都市再生整備計画

（第四十六条第十四項に規定する事項が記載されたものに限る。）の提出（第三項に

おいて「都市再生整備計画の提出」という。）に併せて地域歴史的風致法第五条第一

項の規定による歴史的風致維持向上計画（同条第二項第三号ロに掲げる事項として歴

史的風致維持向上施設整備事項（第四十六条第十四項に規定する事項に係る歴史的風

致維持向上施設の整備に関する事項をいう。第三項において同じ。）が記載されたも

のに限る。）の認定の申請があった場合においては、遅滞なく、当該歴史的風致維持

向上計画の写しを文部科学大臣及び農林水産大臣に送付するものとする。 

 ２ 文部科学大臣及び農林水産大臣が前項の規定による歴史的風致維持向上計画の写し

の送付を受けたときは、当該歴史的風致維持向上計画について、文部科学大臣及び農

林水産大臣に対する地域歴史的風致法第五条第一項の規定による認定の申請があった

ものとみなす。 

 ３ 前二項の規定は、都市再生整備計画の提出に併せて地域歴史的風致法第七条第一項

の規定による歴史的風致維持向上計画の変更の認定の申請（地域歴史的風致法第五条

第二項第三号ロに掲げる事項として歴史的風致維持向上施設整備事項を記載する変更

に係るものに限る。）があった場合について準用する。この場合において、前項中

「第五条第一項の規定による認定の申請」とあるのは、「第七条第一項の規定による

変更の認定の申請」と読み替えるものとする。 

  第七十三条第一項中「第四十六条第十四項」を「第四十六条第十五項」に改め、同条

第二項中「前章第六節」を「前章第七節」に、「第四十六条第十四項」を「第四十六条

第十五項」に改める。 

  第七十四条第一項中「第四十六条第十五項」を「第四十六条第十六項」に改め、「所

有者（以下」の下に「この節において」を加える。 



  第七十五条第二号中「第四十六条第十五項」を「第四十六条第十六項」に改める。 

  第八十条の二第一項及び第三項第一号中「第四十六条第十六項」を「第四十六条第十

七項」に改める。 

  第八十一条第五項第二号中「（昭和三十二年法律第百六号）」を削り、同項第三号中

「（駐車場法第二十条第一項に規定する駐車施設をいう。以下この号において同

じ。）」を削り、同条第十六項中「第十四項」を「第十七項」に改め、同項を同条第十

九項とし、同条中第十五項を第十八項とし、第八項から第十四項までを三項ずつ繰り下

げ、第七項の次に次の三項を加える。 

 ８ 第二項第五号に掲げる事項には、居住誘導区域又は都市機能誘導区域のうち、レク

リエーションの用に供する広場、地域における催しに関する情報を提供するための広

告塔、良好な景観の形成又は風致の維持に寄与する並木その他のこれらの区域におけ

る居住者、来訪者又は滞在者の利便の増進に寄与する施設等であって、居住誘導区域

にあっては住宅の、都市機能誘導区域にあっては誘導施設の立地の誘導の促進に資す

るもの（以下「立地誘導促進施設」という。）の配置及び利用の状況その他の状況か

らみて、これらの区域内の一団の土地の所有者及び借地権等を有する者（土地区画整

理法第九十八条第一項の規定により仮換地として指定された土地にあっては、当該土

地に対応する従前の土地の所有者及び借地権等を有する者）による立地誘導促進施設

の一体的な整備又は管理が必要となると認められる区域並びに当該立地誘導促進施設

の一体的な整備又は管理に関する事項を記載することができる。 

 ９ 第二項第五号に掲げる事項には、居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区

域にあっては誘導施設の立地及び立地の誘導を図るための低未利用土地の利用及び管

理に関する指針（以下「低未利用土地利用等指針」という。）に関する事項を記載す

ることができる。 

 10 前項の規定により立地適正化計画に低未利用土地利用等指針に関する事項を記載す

るときは、併せて、居住誘導区域又は都市機能誘導区域のうち、低未利用土地が相当

程度存在する区域で、当該低未利用土地利用等指針に即した住宅又は誘導施設の立地

又は立地の誘導を図るための土地（国又は地方公共団体が所有する土地で公共施設の

用に供されているもの、農地その他の国土交通省令で定める土地を除く。第五節にお

いて同じ。）及び当該土地に存する建物についての権利設定等（地上権、賃借権若し

くは使用貸借による権利の設定若しくは移転又は所有権の移転をいう。以下同じ。）

を促進する事業（以下「低未利用土地権利設定等促進事業」という。）を行う必要が

あると認められる区域（以下「低未利用土地権利設定等促進事業区域」という。）並

びに当該低未利用土地権利設定等促進事業に関する事項を記載することができる。 

  第八十二条中「同条第十五項（同条第十六項」を「同条第十八項（同条第十九項」に

改める。 

  第八十六条第二項中「都市再生事業」を「都市再生事業等」に改める。 



  第九十四条第一項中「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二

十年法律第四十号。以下「地域歴史的風致法」という。）」を「地域歴史的風致法」に

改める。 

  第百五条に見出しとして「（施行地区内の権利者の全ての同意を得た場合における換

地の決定）」を付し、同条中「この条において」を削り、「施行地区」の下に「（以下

「施行地区」という。）」を加え、第六章第三節第二款中同条の次に次の三条を加える。 

  （誘導施設整備区） 

 第百五条の二 立地適正化計画に記載された土地区画整理事業であって都市機能誘導区

域をその施行地区に含むもののうち、建築物等の敷地として利用されていない宅地

（土地区画整理法第二条第六項に規定する宅地をいう。以下同じ。）又はこれに準ず

る宅地が相当程度存在する区域内において施行されるものの事業計画においては、当

該施行地区内の宅地のうち次条第一項の申出が見込まれるものについての換地の地積

の合計が、当該都市機能誘導区域に係る誘導施設を有する建築物を整備するのに必要

な地積とおおむね等しいか又はこれを超えると認められる場合に限り、国土交通省令

で定めるところにより、当該都市機能誘導区域内の土地の区域であって、当該建築物

の用に供すべきもの（以下「誘導施設整備区」という。）を定めることができる。 

  （誘導施設整備区への換地の申出等） 

 第百五条の三 前条の規定により事業計画において誘導施設整備区が定められたときは、

施行地区内の宅地の所有者は、施行者に対し、国土交通省令で定めるところにより、

換地計画において当該宅地についての換地を誘導施設整備区内に定めるべき旨の申出

をすることができる。 

 ２ 前項の申出は、次に掲げる要件のいずれにも該当するものでなければならない。 

  一 当該申出に係る宅地が建築物等の敷地として利用されていないものであること又

はこれに準ずるものとして規準、規約、定款若しくは施行規程で定めるものである

こと。 

  二 当該申出に係る宅地に地上権、永小作権、賃借権その他の当該宅地を使用し、又

は収益することができる権利（誘導施設を有する建築物の所有を目的とする地上権

及び賃借権並びに地役権を除く。）が存しないこと。 

  三 当該申出に係る宅地について誘導施設を有する建築物の所有を目的とする地上権

又は賃借権を有する者があるときは、その者の同意が得られていること。 

 ３ 第一項の申出は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める公告があ

った日から起算して六十日以内に行わなければならない。 

  一 事業計画が定められた場合 土地区画整理法第七十六条第一項各号に掲げる公告

（事業計画の変更の公告又は事業計画の変更についての認可の公告を除く。） 

  二 事業計画の変更により新たに誘導施設整備区が定められた場合 当該事業計画の

変更の公告又は当該事業計画の変更についての認可の公告 



  三 事業計画の変更により従前の施行地区外の土地が新たに施行地区に編入されたこ

とに伴い誘導施設整備区の面積が拡張された場合 当該事業計画の変更の公告又は

当該事業計画の変更についての認可の公告 

 ４ 施行者は、第一項の申出があった場合において、前項の期間の経過後遅滞なく、第

一号に該当すると認めるときは当該申出に係る宅地の全部を換地計画においてその宅

地についての換地を誘導施設整備区内に定められるべき宅地として指定し、第二号に

該当すると認めるときは当該申出に係る宅地の一部を換地計画においてその宅地につ

いての換地を誘導施設整備区内に定められるべき宅地として指定し、他の宅地につい

て申出に応じない旨を決定し、第三号に該当すると認めるときは当該申出に係る宅地

の全部について申出に応じない旨を決定しなければならない。 

  一 換地計画において、当該申出に係る宅地の全部についての換地の地積が誘導施設

整備区の面積と等しいこととなる場合 

  二 換地計画において、当該申出に係る宅地の全部についての換地の地積が誘導施設

整備区の面積を超えることとなる場合 

  三 換地計画において、当該申出に係る宅地の全部についての換地の地積が誘導施設

整備区の面積に満たないこととなる場合 

 ５ 施行者は、前項の規定による指定又は決定をしたときは、遅滞なく、第一項の申出

をした者に対し、その旨を通知しなければならない。 

 ６ 施行者は、第四項の規定による指定をしたときは、遅滞なく、その旨を公告しなけ

ればならない。 

 ７ 施行者が土地区画整理法第十四条第一項の規定により設立された土地区画整理組合

である場合においては、最初の役員が選挙され、又は選任されるまでの間は、第一項

の申出は、同条第一項の認可を受けた者が受理するものとする。 

  （誘導施設整備区への換地） 

 第百五条の四 前条第四項の規定により指定された宅地については、換地計画において

換地を誘導施設整備区内に定めなければならない。 

  第六章第三節第五款を同節第六款とし、同節第四款の次に次の一款を加える。 

      第五款 休廃止の届出等 

 第百八条の二 立地適正化計画に記載された都市機能誘導区域内において、当該都市機

能誘導区域に係る誘導施設を休止し、又は廃止しようとする者は、休止し、又は廃止

しようとする日の三十日前までに、国土交通省令で定めるところにより、その旨を市

町村長に届け出なければならない。 

 ２ 市町村長は、前項の規定による届出があった場合において、新たな誘導施設の立地

又は立地の誘導を図るため、当該休止し、又は廃止しようとする誘導施設を有する建

築物を有効に活用する必要があると認めるときは、当該届出をした者に対して、当該

建築物の存置その他の必要な助言又は勧告をすることができる。 



  第百十条第一項及び第百十一条第三項第一号中「第八十一条第八項」を「第八十一条

第十一項」に改める。 

  第六章第四節を同章第六節とし、同章第三節の次に次の二節を加える。 

     第四節 立地誘導促進施設協定 

  （立地誘導促進施設協定の締結等） 

 第百九条の二 立地適正化計画に記載された第八十一条第八項に規定する区域内の一団

の土地の所有者及び借地権等を有する者（土地区画整理法第九十八条第一項の規定に

より仮換地として指定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地の所有

者及び借地権等を有する者。以下「土地所有者等」という。）は、その全員の合意に

より、立地誘導促進施設の一体的な整備又は管理に関する協定（以下「立地誘導促進

施設協定」という。）を締結することができる。ただし、当該土地（同法第九十八条

第一項の規定により仮換地として指定された土地にあっては、当該土地に対応する従

前の土地）の区域内に借地権等の目的となっている土地がある場合においては、当該

借地権等の目的となっている土地の所有者の合意を要しない。 

 ２ 立地誘導促進施設協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

  一 立地誘導促進施設協定の目的となる土地の区域（以下この節において「協定区

域」という。）並びに立地誘導促進施設の種類及び位置 

  二 次に掲げる立地誘導促進施設の一体的な整備又は管理に関する事項のうち、必要

なもの 

   イ 前号の立地誘導促進施設の概要及び規模 

   ロ 前号の立地誘導促進施設の一体的な整備又は管理の方法 

   ハ その他立地誘導促進施設の一体的な整備又は管理に関する事項 

  三 立地誘導促進施設協定の有効期間 

  四 立地誘導促進施設協定に違反した場合の措置 

 ３ 第四章第七節（第四十五条の二第一項及び第二項を除く。）の規定は、立地誘導促

進施設協定について準用する。この場合において、同条第三項中「前項各号」とある

のは「第百九条の二第二項各号」と、同項及び第四十五条の十一第一項中「都市再生

緊急整備地域」とあるのは「第八十一条第八項の規定により立地適正化計画に記載さ

れた区域」と、第四十五条の二第三項中「協定区域に」とあるのは「協定区域（第百

九条の二第二項第一号に規定する協定区域をいう。以下この節において同じ。）に」

と、「都市再生歩行者経路の」とあるのは「立地誘導促進施設（第八十一条第八項に

規定する立地誘導促進施設をいう。以下この節において同じ。）の一体的な」と、

「土地所有者等」とあるのは「土地所有者等（第百九条の二第一項に規定する土地所

有者等をいう。以下この節において同じ。）」と、第四十五条の四第一項第三号中

「第四十五条の二第二項各号」とあるのは「第百九条の二第二項各号」と、同項第四

号中「都市再生緊急整備地域の地域整備方針」とあるのは「第八十一条第八項の規定



により立地適正化計画に記載された立地誘導促進施設の一体的な整備又は管理に関す

る事項」と、第四十五条の七及び第四十五条の十中「第四十五条の二第一項」とある

のは「第百九条の二第一項」と、第四十五条の十一第一項及び第二項中「都市再生歩

行者経路の」とあるのは「立地誘導促進施設の一体的な」と読み替えるものとする。 

  （立地誘導促進施設協定への参加のあっせん） 

 第百九条の三 協定区域内の土地に係る土地所有者等（当該立地誘導促進施設協定の効

力が及ばない者を除く。）は、前条第三項において準用する第四十五条の二第三項に

規定する協定区域隣接地の区域内の土地に係る土地所有者等に対し当該立地誘導促進

施設協定への参加を求めた場合においてその参加を承諾しない者があるときは、当該

協定区域内の土地に係る土地所有者等の全員の合意により、市町村長に対し、その者

の承諾を得るために必要なあっせんを行うべき旨を申請することができる。 

 ２ 市町村長は、前項の規定による申請があった場合において、当該協定区域隣接地の

区域内の土地に係る土地所有者等の当該立地誘導促進施設協定への参加が前条第三項

において準用する第四十五条の四第一項各号（第一号を除く。次条第一項において同

じ。）に掲げる要件に照らして相当であり、かつ、当該立地誘導促進施設協定の内容

からみてその者に対し参加を求めることが特に必要であると認めるときは、あっせん

を行うことができる。 

  （立地誘導促進施設協定の認可の取消し） 

 第百九条の四 市町村長は、第百九条の二第三項において準用する第四十五条の二第四

項、第四十五条の五第一項又は第四十五条の十一第一項の認可をした後において、当

該認可に係る立地誘導促進施設協定の内容が第百九条の二第三項において準用する第

四十五条の四第一項各号に掲げる要件のいずれかに該当しなくなったときは、当該立

地誘導促進施設協定の認可を取り消すものとする。 

 ２ 市町村長は、前項の規定による取消しをしたときは、速やかに、その旨を、協定区

域内の土地に係る土地所有者等（当該立地誘導促進施設協定の効力が及ばない者を除

く。）に通知するとともに、公告しなければならない。 

     第五節 低未利用土地権利設定等促進計画等 

  （低未利用土地の利用及び管理に関する市町村の援助等） 

 第百九条の五 第八十一条第九項の規定により立地適正化計画に低未利用土地利用等指

針に関する事項が記載されているときは、市町村は、当該低未利用土地利用等指針に

即し、居住誘導区域又は都市機能誘導区域内の低未利用土地の所有者等に対し、住宅

又は誘導施設の立地及び立地の誘導を図るために必要な低未利用土地の利用及び管理

に関する情報の提供、指導、助言その他の援助を行うものとする。 

 ２ 市町村は、前項の援助として低未利用土地の利用の方法に関する提案又はその方法

に関する知識を有する者の派遣を行うため必要があると認めるときは、都市計画法第

七十五条の五第一項の規定により指定した都市計画協力団体に必要な協力を要請する



ことができる。 

 ３ 市町村長は、立地適正化計画に記載された居住誘導区域又は都市機能誘導区域内の

低未利用土地の所有者等が当該低未利用土地利用等指針に即した低未利用土地の管理

を行わないため、悪臭の発生、堆積した廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和四十五年法律第百三十七号）第二条第一項に規定する廃棄物をいう。）の飛散

その他の事由により当該低未利用土地の周辺の地域における住宅又は誘導施設の立地

又は立地の誘導を図る上で著しい支障が生じていると認めるときは、当該所有者等に

対し、当該低未利用土地利用等指針に即した低未利用土地の管理を行うよう勧告する

ことができる。 

  （低未利用土地権利設定等促進計画の作成） 

 第百九条の六 市町村は、立地適正化計画に記載された低未利用土地権利設定等促進事

業区域内の土地及び当該土地に存する建物を対象として低未利用土地権利設定等促進

事業を行おうとするときは、当該低未利用土地権利設定等促進事業に関する計画（以

下「低未利用土地権利設定等促進計画」という。）を作成することができる。 

 ２ 低未利用土地権利設定等促進計画においては、第一号から第五号までに掲げる事項

を記載するものとするとともに、第六号に掲げる事項を記載することができる。 

  一 権利設定等を受ける者の氏名又は名称及び住所 

  二 前号に規定する者が権利設定等を受ける土地の所在、地番、地目及び面積又は建

物の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

  三 第一号に規定する者に前号に規定する土地又は建物について権利設定等を行う者

の氏名又は名称及び住所 

  四 第一号に規定する者が設定又は移転を受ける地上権、賃借権又は使用貸借による

権利の種類、内容（土地又は建物の利用目的を含む。）、始期又は移転の時期及び

存続期間又は残存期間並びに当該設定又は移転を受ける権利が地上権又は賃借権で

ある場合にあっては地代又は借賃及びその支払の方法 

  五 第一号に規定する者が移転を受ける所有権の移転の後における土地又は建物の利

用目的並びに当該所有権の移転の時期並びに移転の対価及びその支払の方法 

  六 その他権利設定等に係る法律関係に関する事項として国土交通省令で定める事項 

 ３ 低未利用土地権利設定等促進計画は、次に掲げる要件に該当するものでなければな

らない。 

  一 低未利用土地権利設定等促進計画の内容が立地適正化計画に記載された第八十一

条第十項に規定する低未利用土地権利設定等促進事業に関する事項に適合するもの

であること。 

  二 低未利用土地権利設定等促進計画において、居住誘導区域にあっては住宅又は住

宅の立地の誘導の促進に資する施設等の、都市機能誘導区域にあっては誘導施設又

は誘導施設の立地の誘導の促進に資する施設等の整備を図るため行う権利設定等又



はこれと併せて行う当該権利設定等を円滑に推進するために必要な権利設定等が記

載されていること。 

  三 前項第二号に規定する土地ごとに、同項第一号に規定する者並びに当該土地につ

いて所有権、地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収

益を目的とする権利を有する者の全ての同意が得られていること。 

  四 前項第二号に規定する建物ごとに、同項第一号に規定する者、当該建物について

所有権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とす

る権利を有する者並びに当該建物について先取特権若しくは抵当権の登記、仮登記、

買戻しの特約その他権利の消滅に関する事項の定めの登記又は処分の制限の登記に

係る権利を有する者の全ての同意が得られていること。 

  五 前項第二号に規定する土地に定着する物件（同号に規定する建物を除く。）ごと

に、当該物件について所有権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使

用及び収益を目的とする権利を有する者並びに当該物件について先取特権若しくは

抵当権の登記、仮登記、買戻しの特約その他権利の消滅に関する事項の定めの登記

又は処分の制限の登記に係る権利を有する者の全ての同意が得られていること。 

  六 前項第一号に規定する者が、権利設定等が行われた後において、同項第二号に規

定する土地又は建物を同項第四号又は第五号に規定する土地又は建物の利用目的に

即して適正かつ確実に利用することができると認められること。 

  （低未利用土地権利設定等促進計画の作成の要請） 

 第百九条の七 立地適正化計画に記載された低未利用土地権利設定等促進事業区域内の

土地又は当該土地に存する建物について地上権、賃借権、使用貸借による権利又は所

有権を有する者及び当該土地又は建物について権利設定等を受けようとする者は、そ

の全員の合意により、前条第二項各号に掲げる事項を内容とする協定を締結した場合

において、同条第三項第三号から第五号までに規定する者の全ての同意を得たときは、

国土交通省令で定めるところにより、その協定の目的となっている土地又は建物につ

き、低未利用土地権利設定等促進計画を作成すべきことを市町村に対し要請すること

ができる。 

  （低未利用土地権利設定等促進計画の公告） 

 第百九条の八 市町村は、低未利用土地権利設定等促進計画を作成したときは、国土交

通省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を公告しなければならない。 

  （公告の効果） 

 第百九条の九 前条の規定による公告があったときは、その公告があった低未利用土地

権利設定等促進計画の定めるところによって地上権、賃借権若しくは使用貸借による

権利が設定され、若しくは移転し、又は所有権が移転する。 

  （登記の特例） 

 第百九条の十 第百九条の八の規定による公告があった低未利用土地権利設定等促進計



画に係る土地又は建物の登記については、政令で、不動産登記法（平成十六年法律第

百二十三号）の特例を定めることができる。 

  （勧告） 

 第百九条の十一 市町村長は、権利設定等を受けた者が低未利用土地権利設定等促進計

画に記載された土地又は建物の利用目的に従って土地又は建物を利用していないと認

めるときは、当該権利設定等を受けた者に対し、相当の期限を定めて、当該利用目的

に従って土地又は建物を利用すべきことを勧告することができる。 

  （低未利用土地等に関する情報の利用等） 

 第百九条の十二 市町村長は、この節の規定の施行に必要な限度で、その保有する低未

利用土地及び低未利用土地に存する建物に関する情報を、その保有に当たって特定さ

れた利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

 ２ 市町村長は、この節の規定の施行のため必要があると認めるときは、関係地方公共

団体の長に対して、低未利用土地及び低未利用土地に存する建物に関する情報の提供

を求めることができる。 

  第百十九条第一号ニを同号ホとし、同号ハの次に次のように加える。 

   ニ 立地適正化計画に記載された居住誘導区域又は都市機能誘導区域内における低

未利用土地の利用又は管理に関する事業 

 （都市計画法の一部改正） 

第二条 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第五章 社会資本整備審議会の調査審議等及び都道府県都市計画審議会等

（第七十六条－第七十八条）」を 

「 第五章 都市施設等整備協定（第七十五条の二－第七十五条の四）  

 第六章 都市計画協力団体（第七十五条の五－第七十五条の十）  

 第七章 社会資本整備審議会の調査審議等及び都道府県都市計画審議会等（第

七十六条－第七十八条） 

 

」 

 に、「第六章」を「第八章」に、「第七章」を「第九章」に改める。 

  第十二条の十一中「ほか」の下に「、市街地の環境を確保しつつ」を、「促進」の下

に「と都市機能の増進と」を加え、「含み、自動車のみの交通の用に供するもの及び自

動車の沿道への出入りができない高架その他の構造のものに限る」を「含む」に改める。 

  第二十一条の二第一項中「次項」の下に「及び第七十五条の九第一項」を加える。 

  第五十八条の四の見出しを「（土地所有者等の責務等）」に改め、同条第一項中「遊

休土地転換利用促進地区内の」の下に「土地に係る土地所有者等（」を、「有する者」

の下に「をいう。以下同じ。）」を加え、「土地の」を「遊休土地転換利用促進地区内

の土地の」に改め、同条第二項中「について所有権又は地上権その他の使用若しくは収

益を目的とする権利を有する者」を「に係る土地所有者等」に改める。 

  第七章を第九章とし、第六章を第八章とし、第五章を第七章とし、第四章の次に次の

二章を加える。 



    第五章 都市施設等整備協定 

  （都市施設等整備協定の締結等） 

 第七十五条の二 都道府県又は市町村は、都市計画（都市施設、地区施設その他の国土

交通省令で定める施設（以下この項において「都市施設等」という。）の整備に係る

ものに限る。）の案を作成しようとする場合において、当該都市計画に係る都市施設

等の円滑かつ確実な整備を図るため特に必要があると認めるときは、当該都市施設等

の整備を行うと見込まれる者（第七十五条の四において「施設整備予定者」とい

う。）との間において、次に掲げる事項を定めた協定（以下「都市施設等整備協定」

という。）を締結することができる。 

  一 都市施設等整備協定の目的となる都市施設等（以下この項において「協定都市施

設等」という。） 

  二 協定都市施設等の位置、規模又は構造 

  三 協定都市施設等の整備の実施時期 

  四 次に掲げる事項のうち必要なもの 

   イ 協定都市施設等の整備の方法 

   ロ 協定都市施設等の用途の変更の制限その他の協定都市施設等の存置のための行

為の制限に関する事項 

   ハ その他協定都市施設等の整備に関する事項 

  五 都市施設等整備協定に違反した場合の措置 

 ２ 都道府県又は市町村は、都市施設等整備協定を締結したときは、国土交通省令で定

めるところにより、その旨を公告し、かつ、当該都市施設等整備協定の写しを当該都

道府県又は市町村の事務所に備えて公衆の縦覧に供しなければならない。 

  （都市施設等整備協定に従つた都市計画の案の作成等） 

 第七十五条の三 都道府県又は市町村は、都市施設等整備協定を締結したときは、当該

都市施設等整備協定において定められた前条第一項第二号に掲げる事項に従つて都市

計画の案を作成して、当該都市施設等整備協定において定められた同項第三号に掲げ

る事項を勘案して適当な時期までに、都道府県都市計画審議会（市町村都市計画審議

会が置かれている市町村にあつては、当該市町村都市計画審議会。次項において同

じ。）に付議しなければならない。 

 ２ 都道府県又は市町村は、前項の規定により都市計画の案を都道府県都市計画審議会

に付議しようとするときは、当該都市計画の案に併せて、当該都市施設等整備協定の

写しを提出しなければならない。 

  （開発許可の特例） 

 第七十五条の四 都道府県又は市町村は、都市施設等整備協定に第七十五条の二第一項

第四号イに掲げる事項として施設整備予定者が行う開発行為（第二十九条第一項各号

に掲げるものを除き、第三十二条第一項の同意又は同条第二項の規定による協議を要



する場合にあつては、当該同意が得られ、又は当該協議が行われているものに限

る。）に関する事項を定めようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、

あらかじめ、第二十九条第一項の許可の権限を有する者に協議し、その同意を得るこ

とができる。 

 ２ 前項の規定による同意を得た事項が定められた都市施設等整備協定が第七十五条の

二第二項の規定により公告されたときは、当該公告の日に当該事項に係る施設整備予

定者に対する第二十九条第一項の許可があつたものとみなす。 

    第六章 都市計画協力団体 

  （都市計画協力団体の指定） 

 第七十五条の五 市町村長は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができる

と認められる法人その他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その

申請により、都市計画協力団体として指定することができる。 

 ２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該都市計画協力団体の名称、

住所及び事務所の所在地を公示しなければならない。 

 ３ 都市計画協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするとき

は、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

 ４ 市町村長は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を公示し

なければならない。 

  （都市計画協力団体の業務） 

 第七十五条の六 都市計画協力団体は、当該市町村の区域内において、次に掲げる業務

を行うものとする。 

  一 当該市町村がする都市計画の決定又は変更に関し、住民の土地利用に関する意向

その他の事情の把握、都市計画の案の内容となるべき事項の周知その他の協力を行

うこと。 

  二 土地所有者等に対し、土地利用の方法に関する提案、土地利用の方法に関する知

識を有する者の派遣その他の土地の有効かつ適切な利用を図るために必要な援助を

行うこと。 

  三 都市計画に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 

  四 都市計画に関する調査研究を行うこと。 

  五 都市計画に関する知識の普及及び啓発を行うこと。 

  六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

  （監督等） 

 第七十五条の七 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保する

ため必要があると認めるときは、都市計画協力団体に対し、その業務に関し報告をさ

せることができる。 

 ２ 市町村長は、都市計画協力団体が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施して



いないと認めるときは、当該都市計画協力団体に対し、その業務の運営の改善に関し

必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

 ３ 市町村長は、都市計画協力団体が前項の規定による命令に違反したときは、その指

定を取り消すことができる。 

 ４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければ

ならない。 

  （情報の提供等） 

 第七十五条の八 国土交通大臣又は市町村長は、都市計画協力団体に対し、その業務の

実施に関し必要な情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

  （都市計画協力団体による都市計画の決定等の提案） 

 第七十五条の九 都市計画協力団体は、市町村に対し、第七十五条の六各号に掲げる業

務の実施を通じて得られた知見に基づき、当該市町村の区域内の一定の地区における

当該地区の特性に応じたまちづくりの推進を図るために必要な都市計画の決定又は変

更をすることを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る都市計

画の素案を添えなければならない。 

 ２ 第二十一条の二第三項及び第二十一条の三から第二十一条の五までの規定は、前項

の規定による提案について準用する。 

  （都市計画協力団体の市町村による援助への協力） 

 第七十五条の十 都市計画協力団体は、市町村から都市再生特別措置法第百九条の五第

二項の規定による協力の要請を受けたときは、当該要請に応じ、低未利用土地（同法

第四十六条第十七項に規定する低未利用土地をいう。）の利用の方法に関する提案又

はその方法に関する知識を有する者の派遣に関し協力するものとする。 

 （建築基準法の一部改正） 

第三条 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）の一部を次のように改正する。 

  第四十三条第一項第二号中「高架の道路その他の道路であつて自動車の沿道への出入

りができない構造のものとして政令で定める基準に該当するもの（第四十四条第一項第

三号において「特定高架道路等」という。）で、」を削り、「同号において同じ。）内

のもの」を「）内の道路」に改める。 

  第四十四条第一項第三号中「地区計画の区域内の自動車のみの交通の用に供する道路

又は特定高架道路等」を「第四十三条第一項第二号の道路」に改め、「当該」の下に

「道路に係る」を加える。 

 （都市開発資金の貸付けに関する法律の一部改正） 

第四条 都市開発資金の貸付けに関する法律（昭和四十一年法律第二十号）の一部を次の

ように改正する。 

  第一条第四項第四号中「前三号」を「前各号」に改め、同号を同項第五号とし、同項

第三号を同項第四号とし、同項第二号の次に次の一号を加える。 



  三 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）第百五条の二の規定による誘

導施設整備区が事業計画において定められている土地区画整理事業で、施行地区の

面積、公共施設の種類及び規模等が政令で定める基準に適合するものを施行する個

人施行者、土地区画整理組合又は区画整理会社に対する当該土地区画整理事業に要

する費用で政令で定める範囲内のものに充てるための無利子の資金の貸付け 

  第一条第五項中「第三号」を「第四号」に改め、同条第六項中「（平成十四年法律第

二十二号）」を削る。 

  第二条第五項の表の一の項から三の項までの規定中「第三号」を「第四号」に改め、

同表の四の項中「前条第四項第四号」を「前条第四項第五号」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 （政令への委任） 

２ この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 （検討） 

３ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、第一条から第三条までの規

定による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （首都直下地震対策特別措置法の一部改正） 

４ 首都直下地震対策特別措置法（平成二十五年法律第八十八号）の一部を次のように改

正する。 

  第二十条中「第十九条の十三第一項」を「第十九条の十五第一項」に、「第十九条の

十五から第十九条の十八まで」を「第十九条の十七から第十九条の二十まで」に、「第

十九条の十五第一項」を「第十九条の十七第一項」に、「第十九条の十三第二項第二

号」を「第十九条の十五第二項第二号」に、「第十九条の十三第五項」を「第十九条の

十五第五項」に、「第十九条の十六第一項」を「第十九条の十八第一項」に、「第十九

条の十七第一項」を「第十九条の十九第一項」に、「第十九条の十八第一項」を「第十

九条の二十第一項」に改める。 

（内閣総理・国土交通大臣署名） 

 


